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研究成果の概要（和文）：　本研究は、農山漁村に蓄積されている自然資本を地域の魅力の源泉とみなし、それ
が湧出する生態系サービスを高度に活用し、農山漁村へのインバウンド需要を拡大させうる条件を実証的に解明
し、地方創生の新たな展開戦略を構築しようとするものである。具体的には、①農山漁村における潜在的なイン
バウンド需要を地域間比較が可能な形で定量化する手法を開発し、②インバウンドの増加に対する農山漁村の社
会的受容性を分析するものである。

研究成果の概要（英文）：This study considers the natural capital accumulated in agricultural, 
mountainous, and fishing villages as a source of regional attractiveness, and seeks to empirically 
elucidate the conditions under which inbound demand to rural areas can be increased by making 
advanced use of the ecosystem services that spring from this capital, and to develop new strategies 
for regional revitalization. Specifically, the project aims to (1) develop a method to quantify 
potential inbound demand in rural areas in a way that enables inter-regional comparisons, and (2) 
analyze the social acceptability of increased inbound demand in rural areas.

研究分野： 環境経済学

キーワード： インバウンド

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　インバウンドに焦点をあてた農山漁村観光研究は学術的に未発達であることに加え、ビッグデータを用いた余
暇関連の人流可視化、ならびにそれらデータを扱いうる価値評価方法は大きな学術的新規性を有するだけではな
く、「内需」の拡大がこれ以上期待できない我が国において、「外需」に地方創生の活路を見出す点、併せて農
山漁村固有の魅力を再評価する点でもその開発には社会的意義が大きいと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、農山漁村に蓄積されている自然資本を地域の魅力の源泉とみなし、それが湧出する生
態系サービスを高度に活用し、農山漁村へのインバウンド需要を拡大させうる条件を実証的に
解明し、地方創生の新たな展開戦略を構築しようとするものである。具体的には、①農山漁村に
おける潜在的なインバウンド需要を地域間比較が可能な形で定量化する手法を開発し、経済波
及効果を試算するとともに、②インバウンドの増加に対する農山漁村の社会的受容性を分析す
る。インバウンドに焦点をあてた農山漁村観光研究は学術的に新規であるのみならず、「内需」
の拡大がこれ以上期待できない我が国において、「外需」に地方創生の活路を見出す点、併せて
農山漁村固有の魅力を再評価する点でも社会的意義が大きい。 
 
 
２．研究の目的 
 
研究初年度にあたる 2019 年末より全球で急速に拡大した COVID-19 のために、当初予定してい
た農山漁村へのインバウンド需要の拡大条件を実証的に解明することが困難となった。そこで、
本研究では、観光需要の射程を広げ、農山漁村における潜在的な国内観光需要を地域間比較が可
能な形で定量化する手法開発に着手した。その上で本研究の第一の目的として、極めて短期間
のみに享受可能な余暇に着目し、ビッグデータを用いた余暇関連の人流可視化、ならびにそ
れらデータを扱いうる価値評価方法の新たな開発を据えることとした。第二に、観光需要の
増大が住民の地域愛着を高めるのか、あるいは損ねるのか、という視点は、経済効果とは別
に、観光振興による地域創生のあり方を検討する上で重要な論点である。そこで、地域住民
への郵送アンケートを行うことで、地域住民と国内外の観光客の交流がどう形成され、それ
によって地域住民の地域愛着がどのように影響を受けるかを定量的に調査することとした。
最後に、インバウンドを含む観光振興に対する地域の社会的受容性評価を行うことを目的
とし、インバウンドはどのような特性を有する地域においてを受容される傾向にあるかを
定量的なアプローチにより把握することとした。 
 
 
３．研究の方法 
 
【自然の時間的特性の経済価値評価】 
本研究の対象事例として、我が国において古来より親しまれてきた紅葉狩りに着目した。紅
葉の最盛期（見頃）は二、三週間しかないため、当該期間の人々の余暇活動は公的な統計デ
ータでは捉えきることができない。そこで、本研究では以下の手順により紅葉時期における
人流データを可視化した。第一に、Web 旅行サイトで紹介されているデータをもとに、全国
の紅葉名所 835 箇所とそれらの見頃時期に関するデータを web スクレイピングで抽出した。
第二に、携帯電話の位置情報データを用いて、2017 年の 10 月第 2 週から 12 月第 2 週にわ
たる土曜日及び日曜日の各週末の上記名所における人流データ（延人数 5,500 万人）を作成
した。第三に、整理された人流データを用いて、都道府県レベルで表された代表的個人の各
名所への訪問確率を算出した。第四に、最適輸送理論を援用し、代表的個人の訪問確率から
訪問に見出す効用を定量的に求めた。最後に、第四で導出した効用値とともに、紅葉名所周
辺の自然属性・社会インフラに関するデータを余暇活動に関する支出関数と結びつけるこ
とで、紅葉（最盛期）の社会的経済価値を導出した。 
【観光振興と地域住民の地域愛着の関係】 
香川県直島町の住民を対象に郵送アンケートを実施し、直島を中心に行われている瀬戸内
国際芸術祭などの一連のアートプロジェクトへの関与や観光客との交流、アートプロジェ
クトへの評価、ならびに直島への愛着との関係を検証した。調査は 2019 年 11 月中旬から
12 月下旬にかけて実施した。具体的には、直島の全 1,694 世帯に調査票を郵送し、363 通
（21.4％）の回答を得た。 
【インバウンドを含む観光振興に対する地域の社会的受容性評価】 
調査対象エリアを滋賀県に設定し、Web アンケートを実施し、社会的受容性評価を構成する
要素として、（1）「インバウンド」という言葉の認知度、（2）地域の自然環境に対する価値
評価、そして（3）地域への愛着のそれぞれの関係の可視化を試みた。調査は 2022 年 2 月中
旬にかけて実施した。具体的には、滋賀県内の人口統計比に合わせて計 300 名より回答を得
た。 
 
 
４．研究成果 



 
【自然の時間的特性の経済価値評価】全国の紅葉名所の見頃分布および携帯電話データを
用いた人流動体を可視化したものを図 1に示す。事前予想通りに、紅葉見頃期に人流ピーク
を迎える関係にあることが分かった。次に、最適輸送理論に人流データを適用し、代表的個
人の紅葉狩りに見出す効用を定量的に求めた結果を図 2 に示す。訪問確率が高くなるとと
もに、効用値が逓増する関係にあることが分かった。求められた効用値の他、紅葉名所周辺
の自然属性（人工林、原生林、落葉紅葉樹、水辺環境、地形の複雑性等）・社会インフラ（宿
泊施設容量、文化施設、寺社仏閣等）・気象データを用いて支出関数を推定した。推定され
た支出関数を用いて紅葉（最盛期）の社会的経済価値を求めた結果が図 3である。 

 

 

 

図 1 紅葉の見頃分布（上）及び人流（下）の可視化 



ここで得られた代表的個人に関する紅葉（最盛期）の社会的経済価値に実際の各都道府県か
らの訪問客数を乗ずることで得られた総価値は 410 億円から 627 億円となった。本研究の
分析結果は、データの入手可能性の制約のため過小評価されてきたこれらレクリエーショ
ン価値が無視しえないほどに大きいことを示すものである。 

 
 
【観光振興と地域住民の地域愛着の関係】パス解析の結果、①アートプロジェクトに積極的
に関与した住民ほど、アートプロジェクトによる生活・意識の改善を感じており、知人が増
えていること、②生活・意識が改善した住民はアートプロジェクトを肯定的に評価している
こと、③知人が増えた住民はアートプロジェクトを肯定的にも否定的にも評価しているこ
と、④アートプロジェクトに肯定的な住民も否定的な住民も直島への愛着が強いこと、⑤ア
ートプロジェクトに肯定的な住民は自己のアイデンティティと直島との結びつきが強く、
直島での生活を楽しみ、生き甲斐を感じていることが示された。これらはあくまで相関関係
を示す結果であるが、地域愛着という観点から言えば、住民の生活・意識を改善し、賛否の
両面で住民から関心を持たれるような観光振興が望ましいことが示唆されるものである。 
 
 

【インバウンドを含む観光振興に対する地域の社会的受容性評価】県内の人口統計比に合
わせて合計 300 名より回答を得た。「インバウンド」という言葉について、「聞いたことがあ
り，言葉の意味も知っている」との回答は 41.7%であった。「言葉をきいたこともない」と
の回答は、地域への愛着が低い群の方が多いことが示された（愛着高群：33.7%，愛着低群：
66.3%）。地域の自然環境として「琵琶湖」を例にあげ、その価値評価と地域への愛着との関
係を検討した。分析の結果、現状の琵琶湖の価値として、「産業（漁業）にとっての価値」、
「産業（湖上交通）にとっての価値」、「産業（観光関連産業）にとっての価値」、すべてに 
 
表 4 琵琶湖への価値評価の平均値と標準偏差 

 

Mean SD Mean SD

＜琵琶湖の価値＞
産業（漁業）にとっての価値 3.81 0.91 3.24 0.95 5.23 p <0.01

産業（湖上交通）にとっての価値 3.44 1.00 3.05 0.83 3.72 p <0.01

産業（観光関連産業）にとっての価値 3.85 0.88 3.28 0.96 5.23 p <0.01

＜琵琶湖の希望的価値＞
自治会内の住民同士の交流の場としての価値 3.49 0.83 3.04 0.89 4.54 p <0.01

農林水産業の生業の場としての価値 3.89 0.83 3.31 0.86 5.89 p <0.01

インバウンドを含む国内外のツーリズムの場としての価値 3.75 0.96 3.16 0.91 5.34 p <0.01

地域愛着
高群 低群

t値

     
図 2 訪問確率（横軸）と効用値（縦軸） 

 

図 3紅葉（最盛期）の社会的経済価値 



おいて、地域への愛着が高い群の方が価値を高く評価していることが明らかとなった。また、
琵琶湖の希望的価値として、「自治会内の住民同士の交流の場としての価値」、「農林水産業
の生業の場としての価値」、「インバウンドを含む国内外のツーリズムの場としての価値」に
おいても、地域への愛着が高い群の方が価値を高く評価していることが明らかとなった。
“地域への愛着”は、インバウンドを含む観光振興に対する地域の社会的受容性を高めるた
めの重要な心理的要因となる可能性が推察された。 
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